「利用者本位」・「自立生活支援」を確実なものとするためのグランドデザイン案に対する論点整理

（給付制度・居宅介護制度を中心として）

１．利用者の範囲について

１―１．高次脳機能障害者・難病者に加えて、知的障害をもたない発達障害児・者を対象とすること。

２．利用者負担について

２－１．市町村税非課の者については、利用者負担はゼロとするような減免基準とすること。
２－２．所得の計算にあたり、世帯単位の原則は、適用しないこと。
２－３．上記は、更生医療・通院公費についても同様とすること。

３．居宅介護について

３－１．移動介護（視覚障害者を除く）を個別給付（障害者自立支援給付）にも設け、その提供を、これ
までの居宅介護事業所が他の居宅介護とあわせて総合的に提供できる方式とすること。

４．地域生活支援事業について
４－１．利用者の選択権・利用権を確保するために、地域生活支援事業を、市町村もしくは市町村の委託
事業ではなく、都道府県への申請事業・及び都道府県の助成事業とすること。
４－２．地域生活支援事業に、この類型に加えて、当事者のセルフヘルプ活動を支援する「セルフヘルプ
事業」、支給決定に対する「不服審査事業」を設けること。　

　　　　　　　　　　　　※注１

５．支給決定方式の問題

５－１．支給基準（アセスメント）は、障害の特性に応じ、各障害当事者団体との合意をもって、現実的
なものを決定すること。また、市町村ごとに、独自の基準（要綱・ガイドライン等）を作る場合
は、公開を義務つけること。
５－２．審査会での審議を含め，支給決定過程における利用者（及び利用者の指定する支援者）の参加保
障をおこなうこと。
５－３．相談支援事業の利用は、居住する市町村の事業所のみに限定されることなく、利用者側から選択
しうるものとすること。　　　　 （関連４－１）
５－４．市町村から独立した利用者が主体の不服審査のしくみを設け、またそれを選択可能なものとする
こと。　　　　　　　　　　　　 （関連４－２）　　

 　　　　　　　　　　　　　 ※注２

６．オルタナティブとしてのダイレクトペイメント

６－１．「自立生活型支援のシステム」を現実のものとするために、イギリスのコミュニティケア改革と同
様に、ダイレクトペイメントを制度化し、障害の種別や程度に関わらず全ての利用者が通常の支
給決定と選択可能なものとすること。
６－１．包括報酬は、ダイレクトペイメントの制度のなかに位置付け、極めて重度の障害者に限らず、選
択可能なものとすること。
６－２．日常生活支援も、ダイレクトペイメントの利用を前提とし、あらゆる障害者がつかえる制度とす
ること。
※注３

７．法改正の時期

７－１．法改正および制度変更の実施については、拙速を避け、財源体系と支給決定方式・居宅サービスと施設サービス体系等のすべてが、その運用方式等も含めて、利用者側・事業者側の合意を得て決定したのちに総合的に行うものとすること。

---------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------


注１　
市町村が全ての地域生活支援事業を運営することは、サービスの民営化という社会福祉基礎構造改革の基本方針に反する。また、市町村の委託事業かつ市町村の補助事業としておこなうことは、それぞれの市町村唯一の事業となる可能性が極めて高く、利用者の選択権を脅かすものでもある。今回の「グランドデザイン」の基本的視点としての「自立支援型システムへの転換」を踏まえ、個別給付（介護給付・自立支援給付）に加えて新たに事業補助形式で新たに立ち上げる意義を鑑みれば、地域生活支援事業とは、市町村や営利団体ではなく、セルフヘルプ活動支援を中心に組み立てられるべきである。
注２
福祉サービスの必要（ニーズ）の判断には、「行政官・専門家・利用者」の三者が欠かせないというのが、通説であるが、今回の「グランドデザイン」においては、専門家の立場に対しては、認定基準の明確化・ケアマネジメントの制度化・審査会の開催という形で、積極的な補強が計画されているが、他の二者に比べて圧倒的に非対等な関係にある利用者に対する適切な手続的権利保障が計画されておらず、バランスを欠いている。公平・公正・納得性のある支給決定システムとするためには積極的な手続的権利保障のしくみとして、審査基準の公開・支給調整過程への利用者参画保障・審査会の公開・不服審査の保障等が必要である。
　また、同様の観点から、給付の主体である居住地の市町村やその独占的委託事業者でしかサービス利用支援が受けられず、また、支給者である市町村から独立した不服審査の仕組みがないことには問題がある。

注３
　イギリスでは、１９９６年のコミュニティケアとダイレクトペイメント法制定により、全ての障害者を対象に（２００２年からは高齢者も対象）従来のコミュニティケア（地域福祉サービス）と選択しうるものとしてダイレクトペイメントが制度化されている。その特徴は、利用側の主体性を最大限に尊重した真の「自立支援型システム」であること、かつ、自治体や事業者の中間コストを省くことで、結果的に費用対効果が最大となることにある。
　現在の包括制度の構想では、利用者は事業者の完全なコントロールのもとに置かれ、実質的な「地域施設化」がおきる懸念が高い。また、長時間介護においては、本来、提供する便宜の内容やコスト体系・提供主体はもっと柔軟とするほうが現実的・効率的であるにも関わらず、通常の居宅介護との整合性を図るためにそれが困難となっている。こういった問題も、包括支給や日常生活支援をダイレクトペイメントに位置付けることで原理的には解決しうる可能性がある。

